
ページ 意見内容 意見に対する考え方
計画案

修正の有無

2 第１節　計画策定の背景　１農業をめぐる動き　①世界の動き　7行目

「ロシア・ウクライナ情勢に代表される」
「ロシア・ウクライナ情勢、中国リスクに代表される」と中国リスクを
追記表示する事を希望します。
農業生産は肥料が安定的に安価で入手できなければ継続生産できないの
は自明です。この視点でロシアウクライナ情勢と同じように、世界一の
リン生産量を持つ中国が4年前に輸出規制を始めて現在も継続している
事も、重要視されるべきではないでしょうか。最近の中国の動向をみる
と輸出を外交カードとして利用することは容易に想像できます。経済安
全保障としての視点からも、「中国」の表記が必要と思います。
補足しますが肥料の価格高騰、さらには化成肥料が不足すると、施設園
芸（トマト、イチゴ、バラ、洋蘭等の養液栽培には化成肥料が無いと致
命的）の生産継続が不可能となると考えられます。高品質で世界に評価
される農産物は生産できずに、国民の需要も満たすことが出来ず、輸出
も不可能となるため「中国リスク」という表記を希望します。

　肥料等の農業資材の安定確保は農業生産を継続する上
で極めて重要です。食料安全保障の観点からこれらのリ
スクに対応していく重要性を踏まえ、計画を推進してま
いります。
本計画案では、特定の国名を記載せず以下の通り修正し
ます。
～また、国際情勢よる地政学的リスクは～

有

2 第１節　計画策定の背景　１農業をめぐる動き　①世界の動き　11行目

「各国では、カーボンニュートラルを視野に入れた農業の脱炭素化や、
デジタル技術」の表記を「各国では、デジタル技術」とカーボンニュー
トラルを削除する事を希望します。
2025年1月に発足した第2次トランプ政権において、バイデン前政権が掲
げていた「2050年カーボンニュートラル」や「2030年までの温室効果ガ
ス50〜52%削減」といった
数値目標は事実上、撤回・無効化されています。また全世界では農業と
工業のCO2排出量は同程度ですが、日本では農業が占める割合は極めて
少なく、この点に注力することに疑問を持つので提案します。

　本計画案における環境配慮に関する記述は、国の「み
どりの食料システム戦略」に基づいており、同戦略では
2050年のカーボンニュートラルの実現が目標として掲げ
られています。
　本市としても国の方針と連携し持続可能な農業を推進
するため、計画案の記載は変更いたしません。

無

糸島市農力を育む基本計画（案）のパブリックコメントの実施結果とその対応

第１章　計画の策定にあたって
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ページ 意見内容 意見に対する考え方
計画案

修正の有無
4 第２節　計画策定の目的・計画の位置づけ　11行目

国際的な持続可能な～
　　　↓
国際的で持続可能な～　が良い

　市民の皆様にとって読みやすい計画となるよう、ご意
見を反映し、修正いたします。

有

8 第１節　本市の特性　３人口　５行目とグラフ

65才以上の人口数が合わない。31,634人　グラフ：1,634人
グラフがわかりにくい、1つは斜線にしたら？

　グラフの縦線に高齢者数が重なっており、見やすいよ
う修正します。

有

8 第１節　本市の特性　４産業

魚介類の収穫量は減っている。カキも小型化している。

　魚介類の漁獲量や品質に関する内容は、水産業に関す
る事項であり、本市が別に計画する「水産振興計画」等
で取り扱うべきものと考えております。いただいたご意
見は担当課と情報共有し、今後の水産振興施策の参考と
させていただきます。

無

9 第１節　本市の特性　５土地利用　７行目

4,560ha→4,254ha ←4,386ha 一致しない

　以下のとおりに修正します。
～農業振興地域整備計画を策定し、令和６年12月実績の
農業振興を図るべき農用地区域（4,560ha）では、農振農
用地（田・畑・採草放牧地等）～
　また【糸島市の総面積】に標記している農用地の面積
4,254haの基準年次は、令和元年度のため一致はしませ
ん。

有

19 第１節　食料　【総括】４行目

「伊都菜彩」の年間売上は令和５年度　誤
　　　　　　　　　　　　令和６年度　正

ご指摘のとおり修正いたします。

有

第２章　本市の現状

第３章　前計画の総括

2 / 5 ページ



ページ 意見内容 意見に対する考え方
計画案
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22～23 第３節　農村【前計画で設定した指標の実績】、【総括】10行目

耕作放棄地表と文で一致しない。
再利用　32.02ha、31.63ha

　下記のとおり修正いたします。
【総括】の文中
～から32.02ha（令和６年度）へと大幅に～

有

22～23 第３節　農村　【前計画で設定した指標の実績】の表中
耕作放棄地の再生利用面積（耕作放棄解消面積）の当初数値（R1）

　当初数値（R1）の修正
修正後：23.70ha
【総括】
修正後：～耕作放棄地の再生利用面積は23.70ha(令和元
年度)～

有

23 第３節　農村　【総括】３行目

地域の防災、環境保全
特に、山、畑が荒れてきています。
区の活動だけでは限界がきています。
市としても環境保全に力を入れてもらいたい。

　農地の荒廃は防災や景観、環境保全の観点から重要な
課題であると認識しております。
　本計画では、農業者のみならず、地域住民や関係団体
など多様な主体と連携し、農地の保全や耕作放棄地対策
に取り組むことで、農村環境の維持・向上を図ってまい
ります。

無
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29 第３節　生産基盤の維持、保全等による農村が有する多面的な機能の発
揮
施策（１）農村集落の活性化及び優良農地の保全【数値目標(KPI)】表
内

有害鳥獣による農産物被害額の抑制の最終年度の目標値が低く本気度が
感じられない。

　鳥獣による農作物被害は、農業者の営農意欲の減退に
つながる深刻な問題であり、その被害額は捕獲の状況や
気象条件などによって年々変動することを市としても重
く受け止めております。
　本市としましては、被害額の一時的な増減にかかわら
ず、鳥獣害対策を農業振興における極めて重要な施策と
位置付けております。
　侵入防止柵の整備推進や、狩猟者と連携した地域主体
の防除活動支援などをJAや関係部署等と連携継続・強化
してまいります。
　本計画案の記載は変更せず、計画に掲げた目標の達成
に向けて、鳥獣害対策を強力に推進してまいります。

無

30 第４節　農業の資源循環機能の維持及び環境保全
施策（1）環境保全型農業の推進　４行目

「地域資源を循環的に活用することで」
「地域資源を循環的に活用すること、この事について理解増進を促すこ
とで」と表記する事を希望します。さらには理解増進に取り組む事業を
企画して頂けるように希望します。

世界状況が不安定な現在では肥料の国産化という視点からも、下水処理
由来の肥料は必要と考えられます。
福岡市や北九州市、神戸市等の事例でも質の高い肥料生産がなされてい
ます。
ここで問題となるのがイメージの払拭: 「下水汚泥」という言葉から連
想されるネガティブなイメージに対し、消費者や農家の理解を得る必要
があります。
理解増進と同時に九大の協力を得て、高品質な肥料供給を考えて頂きた
い。

　下水汚泥由来の肥料など、地域にあるバイオマス資源
を有効活用することは、資源循環型社会の構築や肥料の
安定確保の観点から重要な課題であると認識しておりま
す。
　一方で、市民や農業者の皆様からは下水汚泥由来の肥
料の積極的な利用希望の声が少ない現状がございます。
　したがいまして、本計画案への記載は見送らせていた
だきますが、いただいたご意見の趣旨は関係課と共有
し、今後の市政運営の参考にさせていただきます。
（下水道課より現状報告）
本市の下水汚泥は、全量民間事業者にて肥料化されてい
ます。今後も下水汚泥を資源として有効活用してまいり
ます。

無

第６章　基本的施策の主な取組
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ページ 意見内容 意見に対する考え方
計画案

修正の有無
31 第５節　地産地消の推進

施策（1）地域食材の利用促進、地産地消のPR　12行目

学校給食の献立作成時には、地場野菜の生産状況の把握が必要なのでは
ないか。（時期違いの野菜の使用は、他県からの納品になり高価格にな
ると思われる）

地場産農産物の生育時期に合わせた献立検討について、
市が学校給食の地産地消の推進のため設置する糸島市学
校給食地産地消検討推進会議において、引き続き情報共
有と可能な調整を行っていきます。 無

36 第10節　農力を育み、発揮する取組の情報発信
施策（1）農力への理解を進める情報発信

情報発信はネット、印刷物だけでなく出前授業等で子供達に発信するの
が大切だと思う。

　次代を担う子どもたちへの直接的な情報発信は、食と
農への理解を深める上で極めて重要であると認識してお
ります。ご提案いただいた出前授業等の取組は、本計画
の第6章 第6節「食育の推進」における小・中学校での食
育や農業体験活動として位置づけております。
　情報発信により市民（子どもたちを含む）へ地域の食
や農に関する意識の醸成を目指してまいります。よっ
て、本箇所の修正は行いません。

無

農・畜産だけでなく漁業も含めて考えるほうが良い。 　糸島市にとって農業と漁業が共に重要な基幹産業であ
ると認識しております。本計画は「糸島市農力を育む基
本条例」に基づき、食料・農業・農村の振興を目的とし
ているため、農業分野に特化した内容となっておりま
す。
　漁業の振興については、「水産振興計画」において別
に計画しているため、いただいたご意見は担当課と共有
し、今後の施策連携の参考とさせていただきます。

無
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